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は じ め に 

 

 

 地方公共団体は、社会経済情勢の変化に伴い高度化・複雑化している事務・事

業を実施するとともに、少子化対策や地方行政のデジタル化など、新たな行政需

要への対応が求められております。加えて、近年頻発する大規模災害や、世界規

模で感染拡大している新型コロナウイルス感染症など突発的で多大な業務量と

なる事案へも対応しなければなりません。 

 

このような厳しい状況の中で、地方公共団体がその役割を十分果たしていく

ためには、業務に当たる地方公務員が心身共に健康でその能力を十分発揮でき

ることが必要ですが、メンタルヘルス不調により長期休務する地方公務員の数

が近年増加傾向にあり、その対策が喫緊の課題となっています。 

 

そこで、一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会は、地方公務員災害補償基

金の委託事業として、地方公務員のメンタルヘルス対策の調査研究を行うこと

となり、メンタルヘルス対策に関する有識者や地方公共団体の担当者に参加い

ただいた「令和３年度総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会」が設置され

ました。 

本研究会では、総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室と連携して、同省が

実施したアンケート調査も踏まえ、地方公務員のメンタルヘルス対策について

調査審議を進め、その結果を報告書として取りまとめました。 

毎回の研究会では、委員間で多角的な視点から活発なご議論をいただくとと

もに、特に地方公共団体の担当者の委員からは現場からの知見を提供していた

だきましたことで、より充実した報告書にすることができました。報告書の取り

まとめに当たって、ご協力いただきました総務省自治行政局公務員部安全厚生

推進室、一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会など事務局の皆さんにも感

謝申し上げます。 

  

本報告書では、地方公共団体において取り組むべきメンタルヘルス対策を提

案させていただくとともに、付属資料として参考資料をあわせて提供させてい

ただいています。これらを参考とし、既に取組を進めている地方公共団体におか

れては、その内容の一層の充実と着実な実施に努めていただくとともに、まだ対

策を講じていない地方公共団体におかれては、他の地方公共団体との連携など

も視野に入れながら、実施について早急に検討を行い、できるところから対策を

講じていただくよう期待しています。また、地方公共団体の担当者はもちろん、

管理職の方々にも手に取っていただき、研修などでも役立てていただければ幸

いです。 

 

令和４年３月 

 

総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会 

                      座長  大杉  覚 
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メンタルヘルス不調は心の内面の問題であるので、表面上はわかりにくく、顕在化した時

点では休務が必要となっている場合も多い。その原因も様々であり、さらには業務外のプラ

イベートの問題を含むケースもあるので、簡単には解決できない場合も多いが、組織（職場）

としてできる限りの防止策や支援策などを講じていく必要がある。 

また、メンタルヘルス対策は、人事異動等の人事労務管理と密接に関連しており、これを

適切に行うことにより、職員がその能力を十分発揮できる環境整備を進める必要がある。 

 

 

第２章 メンタルヘルス対策の取り組みの方向性          

１ トップのリーダーシップ 

首⾧（知事・市町村⾧）が住民の負託に応える施策を円滑に実施するためには、組織を効

率的に動かしていくことが必要であり、そのためには、職員一人ひとりが心身共に良好な状

況を維持した上で、業務に取り組む環境整備を行うことが必要である。 

そのためには、メンタルヘルス対策は重要課題であるということを組織のトップである

首⾧が十分認識し、強いリーダーシップを発揮し全庁的にメンタルヘルス対策に取り組む

ことが求められる。 

 

２ メンタルヘルス対策における段階に応じた４つのケアと連携 

メンタルヘルス対策においては、各職員個人が取り組む「セルフケア」、管理監督者であ

る管理職が取り組む「ラインケア」、職場の産業医や保健スタッフが取り組む「職場内の保

健スタッフ等によるケア」、職場外の専門医等による「職場外資源等によるケア」の４つの

ケアがあり、それぞれが十分機能することが重要となる。 

その上で、「予防及び早期発見・対応」、「休務中の配慮」、「円滑な復帰と再発防止」のそ

れぞれの段階において、４つのケアの各主体に応じた取組を進めるとともに、相互に連携し

て取り組むことが必要である。 

 

３ ハラスメントの防止 

職場の対人関係が原因でメンタルヘルス不調による休務に至るケースが多いことから、

メンタルヘルス対策の観点からも、ハラスメントの防止は重要であり、個々の職員がその能

力を十分発揮できる職場環境を整えるため、改正労働施策総合推進法（令和２年６月１日施

行）等に基づき、職場のパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、妊娠、出産、育

児又は介護に関するハラスメント等を防止するための雇用管理上の措置を確実に講じるこ

とが必要である。 

また、どのような言動がハラスメントに該当するのか、管理職が十分意識していない（当
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勤務環境整備の観点からも積極的に活用すること。 

【参考：総務省「令和２年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」（令和 3 年 12 月）】 

●令和２年度の地方公共団体における柔軟な勤務形態の導入状況は、育児・介護のための早出・

遅出（68.2％）、業務上の早出・遅出（42.9％）、通勤混雑緩和のための時差通勤（15.2％）、フ

レックスタイム制度（4.7％）となっている。いずれも都道府県・指定都市では導入が進んで

いるが、市区町村では導入が遅れている傾向にある。 

 

 

５ 関係部局間の連携による総合的な対策 

メンタルヘルス不調の予防のためにも、従来の考え方にこだわらない業務の進め方の改

善や、柔軟な職員配置が求められており、次のような対策に取り組むことが必要である。 

 

（１）業務・組織の見直し 

○優先順位を明確にして業務を進め、積極的な事業の見直しにインセンティブを持たせる

ことや、必要性の薄い事業は思い切って廃止するなど、業務をゼロベースで見直すことに

取り組むこと。 

○大胆な組織改革はトップダウンの指示がないと進まないので、何よりも、首長はじめ上層

部幹部がメンタルヘルス対策の必要性について十分に理解し、その対策にリーダーシッ

プを発揮すること。 

 

（２）渉外担当の配置 

○渉外担当の専任の職員を配置するなど、多様化する住民要望やいわゆるカスタマーハラ

スメントに対応する体制を確保すること。 

 

（３）大規模な災害や感染症の発生時の体制の構築 

○大規模な災害や新たな感染症等への対応は、これに関連する業務の著しい増加により担

当部署の職員に大きな負荷がかかるので、担当部局を超えて全庁的に取り組む体制を構

築すること。 

○こうした場合にどのような体制で対応していくかについては、平時においてあらかじめ

検討し、準備しておくこと。 

 

（４）異動直後の職員への配慮 

○地方公共団体においては、職員の人事異動は定期的にあるが、ベテラン職員でも慣れない

職場では負荷が大きく、仕事に対する達成感も得にくいと考えられるため、異動直後の職
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員に対しては特に配慮すること。 

 

（５）全ての職員を対象にメンタルヘルス対策を講じること 

○地方公共団体には、様々な職場で様々な職種の職員が働いており、また、任用形態も任期

の定めのない常勤職員の他、再任用職員、会計年度任用職員等の非常勤職員など様々であ

るが、メンタルヘルス不調はすべての職員に起こりうるものであり、当該地方公共団体の

全ての職場、全ての職種の職員を対象に共通するメンタルヘルス対策を講じた上で、個別

の職場・職種の固有の事情を加味した対策を、それぞれで検討すること。 

○また、現在、メンタルヘルス不調による休務者が発生していない、あるいはごく少数であ

る地方公共団体においても、今後、休務者が発生、又は増加する可能性は否定できず、ま

た、メンタルヘルス不調を相談できる体制が整備されておらず、不調者が声をあげにくい

ことから、メンタルヘルス不調が顕在化していない可能性もあり、現在のメンタルヘルス

不調者の有無にかかわらず、全ての地方公共団体でメンタルヘルス対策に取り組むこと。 

 

 以下、メンタルヘルス不調者に対する段階別の対応のあり方について記述する。 

 

 

第３章 メンタルヘルス不調者に対する段階別対応のあり方                        

１ メンタルヘルス不調者の予防及び早期発見・対応 

（１）課題 

メンタルヘルス不調者の発生を防止するためには、まずは、予防と早期発見・対応が第一

段階であり重要である。メンタルヘルス不調は、基本的には職員本人が不調を感じた場合に

周囲に伝えることで顕在化するものであるが、メンタルヘルス不調の傾向が見られる職員

が、気軽に上司等に相談できる職場環境が作れていないのではないかと考えられる。 

メンタルヘルス不調の予防及び早期発見・対応のためには、管理職（所属の上司）がメン

タルヘルス不調への対応方法を理解し適切な役割を果たすことが重要である。 

また、メンタルヘルス不調の予防には、まずは職員一人ひとりが自身の状況を把握し、セ

ルフケアに取り組むことが必要であるが、セルフケアに対する職員の理解が不十分ではな

いかと考えられる。 

メンタルヘルス不調の主たる原因が職員個人のプライベートな問題である場合、どこま

で踏み込んで対応すべきか（ハラスメントと誤解されないか）苦慮していると考えられる。 

 

（２）取り組むべき対策 

メンタルヘルス不調者の発生を防止するためには、まずは予防策を的確に講ずるととも
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に、メンタルヘルス不調の兆候を早期に発見し対応することが重要である。 

 

①メンタルヘルス不調を相談しやすい雰囲気の醸成・周囲の配慮 

メンタルヘルス不調者の早期発見のためには、メンタルヘルス不調を相談することが、職

員本人にとって人事面等で不利益にならないことを周知することにより、躊躇せず相談で

きる雰囲気を醸成することが必要であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《早めの相談の勧奨と周囲の配慮》 

○職員本人が無理して勤務を継続する、不調を訴えることを遠慮する等により症状が悪化

する場合も考えられるので、上司、周囲の声かけが必要であり、職員に少しでも変調がみ

られたら、重症化する前に早めに専門窓口に相談することや休養することを促すこと。 

○メンタルヘルス対策は管理職だけが取り組むものではないので、管理職に限らず、同僚の

職員が、いつもと違う様子に早く気づくようお互いに目を配るなど、各所属全体でメンタ

ルヘルス不調者の早期発見・対応に努め、メンタルヘルス不調の兆候がみられる職員がい

る場合、周囲の職員が管理職に報告するように督励するなど、日常的に職員同士が助け合

うこと。 

○個人情報に十分配慮した上で、仕事やプライベートで同様の境遇に遭遇した職員の体験

談を収集し、悩んでいる職員が参考にできるよう職員に周知すること。 

 

②相談機会の確保 

メンタルヘルス不調の予防のためには、職員の状況に応じて相談できる多様な体制を構

築することが必要であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《多様な相談窓口の整備》 

○メンタルヘルス不調について改めて相談することに負担を感じる職員が気軽に相談でき

るよう、管理職（所属⾧・直属の上司）が、職員と定期的に面談する機会（いわゆる１on

１ミーティング）を設けることにより、相談の機会を確保すること。 

○所属の上司には相談しにくい場合に対応するため、所属外の職場の相談窓口（人事当局、

産業医等）を設けること。 

○職員が組織内では相談しにくい場合に対応するため、心療内科・精神科の専門医や臨床心

理士等の組織外の相談窓口を整備すること。 

○各共済組合においては、メンタルヘルス等に係る職員向けの相談窓口を設置しており、組

織外部の相談窓口として活用を図ること。 

○対面での相談はハードルが高いと感じる職員もいるので、メール等による相談の受付や
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めて重要であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《管理職による組織マネジメント》 

○管理職は、円滑な職場の業務運営の他、部下職員の監督も重要な役割の一つであり、部下

の仕事に対するモチベーションの維持・向上を図るよう努めること。 

○管理職は、それぞれの部署において、メンタルヘルス対策の観点からも、時間外勤務の縮

減や年次有給休暇の計画的取得の促進など、働き方改革を率先して進めること。 

○管理職は、日常において部下の仕事ぶりや行動に目を配り、メンタルヘルス不調者の早期

発見に努めること。 

○管理職は自らの実体験に基づきアドバイスしがち（自分の若い頃は・・・）であるが、ICT

化の進展等により仕事の進め方も大きく変化しており、また、職員の価値観も多様化して

いる中では逆効果にもなりかねないので、管理職もこうした時代の変化を受け入れる姿

勢が必要であること。 

○管理職の業績評価における業務目標に所属課室のメンタルヘルス対策を明確に位置づけ、

管理職としての評価の対象とすることにより、管理職のメンタルヘルス対策に対する意

識の向上を促進すること。 

○一定数以上の⾧時間勤務者がいる部署の管理職に対しては、人事当局が所属の状況や対

応についてヒアリングを実施した上で、適切な対応がとられていない場合は改善策を講

じるよう促すこと。 

○他方、メンタルヘルス不調者の発生は、管理能力の欠如と評価されると管理職がメンタル

ヘルス不調者への対応を相談しづらいので、メンタルヘルス不調者の発生のみで人事評

価を下げないことを明確にし、管理職が安心して相談できる環境整備を行うこと。 

○メンタルヘルス不調者の発生を抑制するためには、管理職の役割が重要であるが、過度な

負担とならないよう、人事当局や産業医が適切にサポートする体制を整備すること。 

 

《部下職員との積極的なコミュニケーション》 

○管理職が定期的に部下職員と面談するなど、日常から積極的にコミュニケーションをと

り、部下の状況を把握するよう努めること。 

【参考：総務省「令和２年度メンタルヘルス対策に係るアンケート調査」（令和 3 年 12 月）】 

👉参考資料 P46 参照 

●管理職の面談 

 ・管理職から職員への定期的な面談がある団体は、57.2％となっている。 

 ・回数は、年 2 回が 52.3％、3 回が 27.8％、1 回が 14.1％となっている。 

 





13 

 

ので、完全に解消することが困難な場合もあるが、それぞれの原因に応じた対策を講じる

こと。 

○職場の人間関係が原因の場合は、原因者と考えられる者（上司・同僚・部下）から事情を

聴取した上で、適切な対応をとるよう指導し、改善されない場合は、人事異動等の配慮を

行うこと。 

○業務の内容が原因の場合は、業務が円滑に遂行できるように上司や同僚がサポートを行

ったうえで、改善されない場合は、所属で担当替を行うことや、他の部署への人事異動の

配慮を行うこと。 

○業務量が原因の場合は、その軽減が必要であり、所属において担当業務の変更や業務の実

施方法を見直すこと。 

○職員のプライベートな問題が原因の場合にも、業務量の軽減、相談窓口の紹介、取得可能

な休暇の取得を促す等の配慮をすること。 

 

⑥研修機会の確保 

定期的及び随時にメンタルヘルス対策に関する研修を行い、職員にメンタルヘルス不調

の予防について意識づけを行うことが必要であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《研修の工夫》 

○メンタルヘルス対策に関する研修を定期的に行うことに加え、例えば、大規模災害や新型

コロナウイルス感染症への対応等の個々の状況に応じた研修を随時に行うこと。 

○研修の受講機会の確保のため、研修の方法については、ｅ―ラーニング等も活用すること。 

○研修においては、個人情報保護に十分配慮した上で、具体的な事例を題材とするなど、そ

の内容を工夫すること。 

○メンタルヘルス対策について、職員個人が行うこと、所属で取り組むこと、管理職が取り

組むこと等、それぞれの主体の特性や役割に応じた研修会を開催すること。 

【参考：総務省「令和２年度メンタルヘルス対策に係るアンケート調査」（令和 3 年 12 月）】 

👉参考資料 P45 参照 

●研修会の実施 

 ・職員に対するメンタルヘルス関連の研修（係⾧職以下）を実施している団体は、64.0％とな

っている。 

・実施回数は 1 回が 64.8％、2 回が 15.0％となっている。 

・対象者は、新規採用者が 69.4％、係⾧職が 55.5％、係員が 53.5％となっている。 

・講師は、外部講師が 75.1％、内部職員が 20.1％、産業医が 9.4％となっている。 
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⑦職員個人が取り組む対策 

職員一人ひとりが、メンタルヘルス不調は特別なことではなく誰にでも起こりうること

であると認識することが重要であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《職員へのセルフケアの意識付け》 

○メンタルヘルス不調の早期発見にはストレスチェックの結果等により職員個人が自らの

異変を認識し、まずセルフケアを行うことが重要であり、メンタルヘルス不調を感じた場

合は、躊躇せず、早めに相談しやすい窓口に相談すること。 

○メンタルヘルス不調の初期段階においては、自らがその兆候を認識し、適度な運動や質の

良い睡眠をとるなどストレスの解消につながる行動をすることが重要であり、定期的に

セルフケアに関する研修等を行い、知識を身につけ、自分なりのストレス解消法を見つけ

ておくこと。 

 

⑧ストレスチェックの有効活用 

メンタルヘルス不調者の早期発見のためには、ストレスチェックを活用することが効果

的であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《ストレスチェックの複数回実施》 

○労働安全衛生法では年１回の実施が義務付けられているが、それぞれの部署によって業

務の繁忙時期が異なることから、年複数回実施することやそれぞれの部署によってより

適切な時期に実施するなどの工夫も検討すること。 

 

《ストレスチェックの集団分析とその活用》 

○ストレスチェックの結果により、個々の職員自身は自己の状況を客観的に把握し、セルフ

ケアに対する意識を高め、自らセルフケアに取り組むこと。 

○ストレスチェックの結果を集団分析し、ストレスにより負荷がかかっている部署を把握

し、組織や業務の見直しや、人員配置の工夫を行うなど、職場環境の改善に積極的に活用

するとともに、人事異動の際に考慮すること。 

 

《ストレスチェックに関する相談対応》 

○ストレスチェックの結果を踏まえて希望する職員が面接指導を受けやすい環境の整備を

図るとともに、ストレスチェックの結果を踏まえて相談できる窓口を職員へ周知してお

くこと。 

○ストレスチェック後の面談の結果を踏まえ、所属の上司や人事当局がその後の状況をフ
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ォローすること。 

【参考：総務省「令和２年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」（令和 3 年 12 月）】 

●令和２年度の地方公共団体のストレスチェックの実施事業場率は、98.2％、うち集団分析実施

事業場率は、87.5％、うち集団分析結果活用事業場率は、84.5％となっている。 

●集団分析結果を活用している具体的内容のうち主なものは、衛生委員会で審議が 58.3％、管

理監督者向け研修の実施が 36.7％、業務配分の見直しが 27.2％、人員体制・組織の見直しが

25.7％となっている。 

●ストレスチェックを受けた職員は、89.3％、うち高ストレスに該当した職員は、8.9％、うち医

師による面接指導を受けた職員は、4.2％となっている。 

【参考：総務省「令和２年度メンタルヘルス対策に係るアンケート調査」（令和 3 年 12 月）】 

●ストレスチェックの活用 

 ・ストレスチェックを活用している団体は、95.2％となっている。 

 ・ストレスチェックを踏まえた産業医等の面談実績がある団体は、63.0％であり、面談実績人

数は、5 人未満が 54.7％、５～10 人未満が 21.2％となっている。回数は 1 回が 92.6％とな

っている。面談者のフォローアップを行っている団体は、53.4％である。 

 

２ メンタルヘルス不調による休務者への配慮                    

（１）課題 

休務者の状況の把握が必要であるが、どの範囲の関係者でどこまで共有すべきかをあら

かじめ検討しておくことが必要であり、また、その際には、本人の意向や、個人情報の保護

にも十分配慮して対応することが必要である。 

また、休務中に職場と関わることが本人の負担となる場合も想定されるため、職場側の都

合のみで、過度な干渉を行わないことにも留意が必要である。 

 

（２）取り組むべき対策 

メンタルヘルス不調により休務中の職員の円滑な復帰に向けて、休務中の状況を把握し、

関係者で共有することが必要である。 

 

①休務中の職員の状況把握 

メンタルヘルス不調者の意向にも配慮した上で、休務者の状況をできる限り把握してお

くことが必要であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《休務中職員の状況の把握と共有》 

○休務中の職員が現在どのような状態にあるかを、過度な負担とならない範囲で所属の上
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ルヘルス不調の連鎖が懸念されることから、メンタルヘルス不調者が所属する部署だけ

では対応しきれない場合、柔軟な人事異動等（定期人事異動が行われる４月以外でも人事

異動を行う等）により、休務者の業務の補完を検討すること。 

 

 

３ メンタルヘルス不調による休務者の円滑な職場復帰の支援及び再発防止策 

（１）課題 

メンタルヘルス不調による休務者が、職場復帰した後に再度メンタルヘルス不調により

休務するケースが一定数存在している。 

メンタルヘルス不調による休務者が職場復帰する際の適否の判断は、医学的な観点と実

際に従事する職務への適応の観点の両面からの検討が必要であり、また、再発防止のために

は、休務者の職場復帰に当たっては、それぞれの状況に応じたきめ細かい配慮が必要である。 

【参考：総務省「令和２年度メンタルヘルス対策に係るアンケート調査」（令和 3 年 12 月）】 

👉参考資料 P44 参照 

●メンタルヘルス不調により休務した者のうち再度休務した者がある団体は、61.5％となってい

る。 

👉参考資料 P58 参照 

●職場復帰後の再発防止策がある団体は、89.3％となっており、その具体的内容の主なものは、

健康状態の定期的な把握が 59.3％、所属⾧による面談が 43.7％、産業医・臨床心理士等によ

る定期面談が 30.8％となっている。 

●職場復帰後の再発防止策が講じられていない理由は、知見がないが 69.8％となっている。 

 

（２）取り組むべき対策 

メンタルヘルス不調による休務者が円滑に職場に復帰できることや、再発を防止するた

め、休務者本人の意向も踏まえ、復帰の部署や勤務形態に配慮することが重要である。 

 

①円滑な職場復帰に際しての本人への配慮 

メンタルヘルス不調による休務者の復帰に際しては、それぞれの状況に応じて対応する

ことが必要であり、以下のような対策が考えられる。 

 

《復帰に際しての意向確認》 

○人事異動も視野に入れるなど、メンタルヘルス不調による休務者本人の意向も踏まえつ

つ、復帰のタイミング、復帰する所属に配慮すること。 
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検 討 経 緯 

 

 

第１回 令和３年６月２３日（水） 

・総合的なメンタルヘルス研究会について 

・地方公共団体におけるメンタルヘルス対策の取組状況等について 

・地方公共団体、医療の専門家双方が現場で感じている課題等について 

・地方公共団体向けアンケート項目（案）について 

 

 

第２回 令和３年１０月１４日（木） 

 ・メンタルヘルス対策に係るアンケート調査速報版について 

 ・地方公務員のメンタルヘルス対策に関する論点メモについて 

 

 

第３回 令和３年１２月１４日（火） 

 ・メンタルヘルス対策に係るアンケート調査結果（確定版）について 

 ・総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会報告書骨子（案）について 

 

 

第４回 令和４年２月７日（月） 

 ・総合的なメンタルヘルス対策に関する研究会報告書（案）について 
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